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	年
	事項
	関連する社会一般事項

	1991


	・バブル景気崩壊で建設ブーム曲がり角に

・リサイクル法施行、建設副産物の再資源化促進へ
	・多国籍軍バクダッド空爆、湾岸戦争

・バブル経済はじける

	1992


	・公取委、旧埼玉土曜会会員66社に排除勧告、

・1992年度建設投資84.0兆でピークに達し以降減少基調に転ず
	・公示地価、17年ぶりに下落

・リオデジャネイロで地球サミット

	1993


	・ゼネコン汚職摘発、自治体首長、ゼネコン幹部逮捕

・一般競争入札試行、・中建審、公共工事の入札・契約制度の改革について建議
	・改正独禁法施行、・北海道南西沖地震、死者244人、・環境基本法成立

	1994


	・「公共投資基本計画」閣議了承（総額630兆円規模）、・建設副産物対策行動計画(リサイクルプラン21)策定、・首都高湾岸線(横浜ベイブリッジ～羽田空港)開通
	・関西国際空港開港、・北海道東方沖地震、・三陸はるか沖地震

	1995


	・建設省、建設産業政策大綱策定


	・阪神・淡路大震災、死者6430人

・地下鉄サリン事件

	1996


	・豊浜トンネル崩落事故、・阪神高速道路622日ぶりに前線開通

・建設関連10団体、建設産業環境行動ビジョン策定
	・WTO政府調達協定発効

・1996年の失業率3.4%で過去最高

	1997


	・1996年度海外工事受注1.59兆円で過去最高、・公共工事コスト縮減対策関係閣僚会議設置、・建設各社相次ぎ会社更生法申請（東海興業、多田建設、大都工業）
	・環境アセスメント法成立

・地球温暖化防止京都議定書採択

	1998


	・明石海峡大橋完成
・日本国土開発会社更生法申請
	・金融再生関連法成立

	1999


	・建設省、初めて技術提案総合評価方式の入札試行、・建設省、建設産業再生プログラム策定、・都市基盤整備公団発足
	・PFI推進法施行、・民事再生法成立

・コンピューター2000年問題

	2000


	・多摩事件（公取委立ち入り）


	・台風14号東海地方豪雨、死者8名

・斡旋利得処罰法成立

	2001


	・中央省庁再編、国土交通省設置、・国交省、建設産業の再編の促進に関する検討委員会設置（2002年最終報告）、・公共工事入札契約適正化法施行
	・米国同時多発テロ

	2002


	・佐藤工業、日産建設会更生法申請、・日東大都工業と三井不動産建設経営統合し㈱みらい建設グループ発足、・第日本土木民再生法申請、・㈱ピーエスと三菱建設㈱合併、・土工協が100万人の市民現場見学会開始
	・官製談合法制定



	2003


	・三井建設と住友建設が合併、・日産建設とりんかい建設が合併

・電子入札国直轄工事で全面導入、・新潟市発注工事談合疑惑、・森本組民事再生
	・土壌汚染対策法施行



	2004


	・ボスポラス海峡横断鉄道工事起工、・大木建設民事再生法申請、・青木建設と翌檜建設が合併し青木あすなろ建設に
	・新潟中越地震、豊岡台風23号被害、・スマトラ沖地震

	2005


	・公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）施行、・鋼製橋梁談合

・建設3団体、「公正な企業活動の推進について（独禁法の遵守）」を会員に要請
	・京都議定書発効、・道路４公団の民営化、・耐震強度構造計算書偽装事件

	2006


	・日建連「建設BCPガイドライン」発表、・ドバイ新都市交通システム工事着工、アルジェリア高速道路工事着工、・国交省、緊急公共工事品質確保対策発表
	・改正独禁法施行



	2007


	・東京国際空港（羽田）D滑走路整備着手（設計施工一括発注方式）

・国交省「建設産業政策2007－大転換期の構造改革」発表
	・能登半島地震、新潟中越沖地震



	2008


	・2007年度海外工事受注1.68兆円で、2006年度の1.65兆円を上回り過去最高

・世界的原材料価格の高騰、・建設、不動産企業経営破綻増加
	・中国四川大地震、・岩手宮城内陸地震

・金融危機、世界同時不況

	2009


	・土工協、電建協、海洋協、鉄建恊の４協会合併
・「コンクリートから人へ」公共事業費大幅削減の方針を発表
	・政権交代（民主党政権誕生）



	2010
	・東京国際空港（羽田）Ｄ滑走路、国際線ターミナル供用開始

・日建連、土工協、建築協が合併方針決定
	・新成長戦略が閣議決定
・高速道路無料化　社会実験開始


